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令和４年度第２回青梅市障害者地域自立支援協議会会議録  
 

令和４年８月３０日（火） 

書面開催  
 
書面承認確認票提出：井原会長、古久保副会長、加藤委員、副田委員、宮

崎委員、大栗委員、下地委員、山本委員、神野委員、大沼委員、朝長委員、

野村委員、星野委員、市川委員、及川委員、厚澤委員、細川委員、遠藤委

員、今井委員 

 
１ 開会  
  省略  
 
２ あいさつ  
  省略  
 
３ 協議事項  

(1) 青梅市児童、高齢者および障がい者虐待防止条例（案）について  
（資料省略） 

青梅市では児童、高齢者、障がい者の権利擁護と虐待防止の普及

啓発のため理念条例を制定します。素案をお示ししますので御査収

頂き、質問や追加した方が良いと思われる条文や語句等、御意見が

ございましたらお寄せください。 

  ⇒承認：１８名、不承認：０名、保留：１名 

（主な質疑、意見等） 

 ・配偶者からのＤＶにも触れた方がいいのではないか。 

 ・養護者に対する支援を強調した方がいいのではないか。 

 ・条例の名称を、児童、高齢者および障がい者と限定しない方がいい

のではないか。 

（事務局） 

素案については内容を再検討し精査のうえ、再度お示しします。 
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(2) 権利擁護に関するアンケートの実施について    （資料 ２） 

虐待防止条例策定にあたり、市内事業者向けに虐待・権利擁護に関

するアンケートを実施します。虐待、またはその前兆を早期に捉え、

相談窓口の普及を推進するともに、支援施策を講じるための基礎資料

とします。アンケートの設問を充実させたいので、御意見や御提案が

ありましたら、書面承認確認票に御記入をお願いします。 

  ⇒承認：１９名、不承認：０名 

（主な質疑、意見等） 

  ・回答の選択肢として、「その他」のような自由記載できるものがあ

った方がいいのではないか。 

  ・回答者は事業所のみを対象としているのか。実際に現場で障がい者

に関わっている職員を対象とした方がいいのではないか。 

  ・実際に対応に苦慮しているケースについてのアンケートも行い、虐

待防止条例に盛り込んでいけるといいと思う。 

 （事務局） 

  いただいたご意見をもとに再検討し、より有意義なかたちでアンケー

トを実施してまいります。 

 

４ 報告事項 

(1) 令和３年度「第５期青梅市障害者計画」進ちょく状況評価について 

（資料 ３-１・３－２） 

  令和３年度は、令和５年度を最終年度とする４か年計画である第５

期障害者計画の２年目に当たります。 

  令和３年度における目標に対する、市各課での取組状況と評価、今

後の方向性、評価の理由、課題を一覧にしています。 

  総括表には、大項目ごとの評価の状況および、総評（案）を示して

います。細かい内容で申し訳ありませんが、御確認いただき、特に総

評について御意見がありましたら、書面承認確認票に御記入をお願い

します。 

（主な質疑、意見等） 

 ・コロナ禍が続く中、会議やイベントが開催できず、計画の推進にも

影響が出ていると感じる。引き続き代替手段の検討が必要だと考える。 
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 ・基幹相談支援センターや児童発達支援センターの設置検討について

は、行政直営での設置も視野に入れて進めていくといいのではないか。 

 ・基幹相談支援センター等の整備も重要だが、まずは災害時の対応等

について早急な対応が必要だと思う。 

 ・当事者や家族との連携を深められる体制の整備が進むといい。 

 

（2）市内における虐待通報等の状況および対応について （資料省略） 

 令和４年度中に発生した、市内における虐待通報等の状況および対

応にかかる報告資料です。御意見がございましたらお寄せください。 

（主な質疑、意見等） 

 ・資料に記載されている他にも、虐待と思われる事案を確認している

ものがあると思う。 

 ・届け出る側は勇気を持って届け出ていると思われるので、早期解決

できるよう今後の調査に期待する。 

 

(3）専門部会からの報告 

 ア 日中活動・就労支援部会 

 イ 相談支援部会 

 ウ 権利擁護・差別解消部会 

専門部会の活動は、感染症拡大防止のため休止となっており、報

告はありません。 

 

(4) その他 

ア 障害福祉サービス事業所等の職員等に対するＰＣＲ検査実施事

業 

令和３年度に引き続き、１人２回のＰＣＲ検査を実施しています。 

検査の結果、陽性であった場合、市内協力医療機関に電話受診が

無料でできます。 

 

イ 令和４年度青梅市介護・障害福祉サービス事業所等新型コロナウ

イルス感染症対策事業費補助金について  
  令和３年度に引き続き、感染症対策を実施しながら事業を継続し
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ている障害福祉サービス事業所に対し、感染症対策にかかった費用

を補助します。 

  ８月１５日に市内事業所に通知し、申請を受付けています。  
 
ウ 令和４年度青梅市福祉施設等物価高騰支援給付金について 

 コロナ禍における原油価格および物価の高騰による影響を受け

ている障害福祉サービス事業所に対し、負担軽減を図るための給付

金を支給するため、補正予算が成立しました。  
 今後、申請等について詳細を取り決め、市内事業所に通知する予

定です。  
 

５ その他 

(1) 委員会の開催日程について            

第３回青梅市障害者地域自立支援協議会 

令和４年１２月９日（金）午後２時～午後４時 

青梅市役所２階 ２０４・２０５・２０６会議室 

  

以 上  
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【令和３年度青梅市障害者計画施策項目別評価集計表】 資料３-１

A B C D

(1) 5 1 4

(2) 4 4

(3) 4 2 1 1

(4) 2 1 1

(1) 5 5

(2) 6 6

(3) 3 3

(4) 6 3 2 1

(5) 5 5

(1) 7 7

(2) 3 3

(3) 5 1 4

(1) 6 1 5

(2) 4 3 1

65 8 53 4 0

100% 12.3% 81.5% 6.2% 0.0%

【総評】

施策一覧 項目数
評価

1-1　共生社会の形成

ノーマライゼーションの推進

ボランティア活動の促進

学習・文化・スポーツ活動の振興

交流機会の拡大

1-2生活支援の推進

情報提供・相談支援の充実

障害福祉サービスの充実

保健・医療の充実

障害児支援の体制の確保

切れ目のない支援体制の整備

1-3自立支援の推進

就労の促進

経済的自立の支援

住居の確保

1-4快適なまちづくりの推進

福祉のまちづくりの推進

防災・防犯対策の充実

合　　　計

評価 観点

D 新規事業として実施できなかったもの。事業内容や制度が縮小、または廃止して後退したもの。

　評価がB以上の施策が全体の93.8％を占め、令和３年度における具体的な取り組みについては、概ね予定通り進んでい
ると言えるが、一方で評価Cの「数値的な成果として減少があり後退した」との評価が４項目（6.2％）あった。その一因とし
て、新型コロナウイルス感染症拡大による事業の中止や、協議機会の減少が生じたためと考えられ、コロナ禍における事
業のあり方や代替的な手段を検討していく必要がある。
　２　生活支援の推進－（４）障害児支援の体制の確保－（４）-ア障害児保育において、市内の児童養護施設入所児童に
対して、保育所等訪問支援の支給を行ったものの、児童発達支援センターの設置に向けた具体的な検討には至らなかっ
た。このため、児童発達支援センターの整備については、第５期障害者計画の最終年度までに実現可能とするよう、早急
に具体的な検討を始める必要がある。
　また、２　生活支援の推進－（５）切れ目のない支援体制の整備－(５)-イ療育ネットワークの構築においては、基幹相談
支援センターについて、自立支援協議会部会の中で情報共有を図り協議を行ったが、引き続き基幹相談支援センターの整
備のあり方について協議を行い、児童発達支援センターの整備と並行して、基幹相談支援センターの整備、地域生活支援
拠点の整備および医療的ケア児の協議の場等、計画の最終年度までに検討を具体化する必要がある。

A 目標を達成したもの。

B
目標は達成しなかったが、数値的な成果として伸びがあり、前進があったと認められたもの。事業内容に変化なく
維持・継続して行ったもの。

C 事業内容は縮小されていないが、数値的な成果として減少があり、後退したと認められたもの。



資料３-２

１　共生社会の形成 （１）ノーマライゼーションの推進 (1)-ア 普及啓発
市の広報紙、ホームページなど多様な媒体や機会等を
活用して、障害に関する正しい知識の普及啓発を行い
ます。

障がい者福祉課

広報おうめや市ホームページ、行政
メール等で、障害に対する正しい知
識の広報、啓発を実施した。障害者
週間では、障害者作品展を市役所ロ
ビーで開催し、活動の成果を発表し
た。

B 継続

広報おうめ等の紙媒体に加え、
ホームページや行政メール等デ
ジタル媒体で、障害者週間等の
機会を捉え障害に対する正しい
知識の普及啓発に努めたため。

引き続き、広報おうめや市ホームペー
ジ、行政メール、市ツイッター等多様
な媒体や、各種行事等の機会を活用
し、障害に関する正しい知識の普及啓
発に努めていく。

１　共生社会の形成 （１）ノーマライゼーションの推進 (1)-ア 普及啓発

ヘルプカードの普及啓発や各種講演会当の実施などに
より、市民理解を進めるとともに、東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会開催における共生社
会の機運および青梅市の差別解消条例の制定に合わせ
啓発を推進していきます。

障がい者福祉課

令和２年度に制定した青梅市の差別
解消条例「障がいのある人もない人
もその人らしく暮らせる共生のまち
青梅市条例」やヘルプカードについ
て、障害者週間に合わせ、市民向け
には広報おうめや行政メールで、市
職員向けにはオールメールで周知を
図った。

B 継続

青梅市の差別解消条例にもとづ
き、共生のまちづくりに向けた
市の取組みの推進を行った。
新型コロナウイルス感染症の感
染防止のため、各種イベントが
中止となり、ヘルプカードの周
知啓発機会の確保が困難であっ
た。

令和２年度に制定した「障がいのある
人もない人もその人らしく暮らせる共
生のまち青梅市条例」の理念の普及啓
発、差別事例への対応等については、
今後も取組を充実させていく必要があ
る。
障害をお持ちでない方への啓発の拡大
が課題であるため、条例、ヘルプカー
ド等の啓発方法の工夫をする必要があ
る。

１　共生社会の形成 （１）ノーマライゼーションの推進 (1)-イ 情報バリアフリーの促進
情報格差の縮小に努め、情報伝達手段の充実など情報
利用の円滑化を促進し、障害のある方のコミュニケー
ションを広げ、自立と社会参加を支援していきます。

秘書広報課
障がい者福祉課

【秘書広報課】
広報紙での情報発信に際しては、Ｕ
Ｄフォントを採用し見やすくすると
ともに、視覚障がいのある方に配慮
した配色とした。また、広報紙や
ホームページについては読み上げ
サービスを提供した。
【障がい者福祉課】
こころのしおりを更新し、引き続き
音声コードを掲載した。

A 継続

【秘書広報課】
誰が見ても同じように情報が得
られるよう広報紙ならびにホー
ムページ作成において配慮を
行っている。
【障がい者福祉課】
市の刊行物に音声コードを採用
するよう、定期的に周知を図っ
た。

【秘書広報課】
現状を維持しつつも、今後さらなる情
報格差の解消を図ってゆく必要があ
る。
【障がい者福祉課】
音声コード等の活用の周知、啓発を継
続して行っていく必要がある。

１　共生社会の形成 （１）ノーマライゼーションの推進 (1)-ウ 意思疎通支援の充実

視覚や聴覚等に障害のある方への手話、要約筆記、点
字などを活用したコミュニケーション手段の確保や、
重度の言語機能障害のある方への意思伝達装置など日
常生活用具の利用促進に努めます。

障がい者福祉課

青梅市障害者等日常生活用具日給付
等事業実施要綱にもとづき、障害に
応じたコミュニケーション手段の確
保のための日常生活用具を支給し
た。

B 継続

日常生活用具の給付は、耐用年
数に応じて更新をする方に給付
するなど、適切な支給を実施し
ている。

情報通信用具等の発達、進歩が急速に
進んでいる。意思伝達装置などの情報
通信機器の進歩に対応した給付につい
て要綱等の改正を検討していく必要が
ある。

１　共生社会の形成 （１）ノーマライゼーションの推進 (1)-ウ 意思疎通支援の充実
緊急連絡先や必要な支援内容が記載された「ヘルプ
カード」の普及・啓発ならびに、手話通訳設置事業を
実施します。

障がい者福祉課

情報支援用具の支給を４件実施し
た。
ヘルプカードは、障害者手帳の交付
時等に配布している。産業観光祭
や、総合防災訓練等での配布は、コ
ロナ禍により見送りとなった。ヘル
プカード事業は、障害のある方には
定着しているため、障害のない方へ
の認知を上げるため、チラシやポス
ターを作成し、公共施設等に提示依
頼をした。
また、市窓口に週２回手話通訳を設
置し、聴覚障害者者の意思疎通支援
を行った。

B 継続

ヘルプカード事業および手話通
訳設置事業は、障害のある方の
認知は定着してきている。市民
全体への認知、理解を高めるた
め、市の各課、市民への周知を
実施した。

コロナ禍に伴う活動制限により、ヘル
プカードの周知、啓発の機会が少なく
なった。今後も広報や、行政メール、
ポスターなどを活用し市民全体への周
知に力を入れていく必要がある。

１　共生社会の形成 （２）ボランティア活動の促進 (2)-ア
学校教育における福祉ボラン
ティア活動等の取組

福祉意識の啓発や活動への参加の機会づくりを進める
とともに、障害についての理解促進や福祉に関する教
育の充実・強化を図ります。

指導室

生徒会が主体となり、ボランティア
活動等に取り組んだ。新型コロナウ
イルス感染対策を行いながら、工夫
して取り組んだ。

B 継続
コロナ禍により、活動が制限さ
れることがあったが、工夫しな
がら活動を行った。

コロナ禍に伴う活動制限への対応

１　共生社会の形成 （２）ボランティア活動の促進 (2)-ア
学校教育における福祉ボラン
ティア活動等の取組

小・中学校などにおいて、福祉に関する教育や交流な
どにより、心の障壁の除去（バリアフリー化）を図る
とともに、福祉への理解と関心を高めます。

指導室

特別支援学級と通常級との校内交流
や、副籍事業における特別支援学校
在籍児童・生徒との交流、学校間交
流に取り組んだ。

B 継続
コロナ禍のため、直接交流など
の中止した事業もあったが、間
接交流等できる範囲で行った。

コロナ禍に伴う活動制限への対応

１　共生社会の形成 （２）ボランティア活動の促進 (2)-イ
ボランティア・市民活動セン
ターの拡充

「ボランティア・市民活動センター」の運営の充実を
図り、ボランティアの確保・ボランティア育成講座の
開催、活動の組織化を進めるとともに、ボランティ
ア・コーディネーターなどの体制充実を図り、ボラン
ティア活動を促進します。

市民活動推進課

ボランティア・市民活動センター運
営費の補助金の交付をした。市民活
動団体向けの講座「協働の進め方」
を開催。ボランティア・市民活動セ
ンターにおいてボランティア情報の
提供や依頼の受付をした。

B 継続

団体向け講座を実施したり、補
助金交付することで、ボラン
ティア・市民活動センターの支
援をし、情報提供やボランティ
アの受付や取り次ぎを継続でき
たため

ボランティア団体登録が近年減少傾向
にある。団体の高齢化が理由に挙げら
れる部分もある。

１　共生社会の形成 （２）ボランティア活動の促進 (2)-ウ
ＮＰＯ法人、ボランティア団体
の活動支援

ＮＰＯ法人、ボランティア団体の活動を支援するとと
もに、団体相互の連携や交流を促進し、ボランティア
活動の活性化を図ります。

市民活動推進課

市民提案協働事業を実施し、採択さ
れた事業に要する経費の一部を助成
した。市民活動ＰＲコーナーにおい
て、市民活動団体の活動状況等の周
知に努めた。

B 継続

市民活動ＰＲコーナーにおい
て、市民活動団体の活動状況等
の周知に努め、市民提案協働事
業においては、採択された事業
に要する経費の一部助成し、Ｎ
ＰＯ法人・ボランティア団体の
支援をしたため

新型コロナウイルス感染症も影響して
かＮＰＯ法人・ボランティア団体の活
動が低迷している。感染に対する国の
制限緩和により徐々に再開してきてい
るが、２年間の活動停止状態から元に
戻すのは大変なようである。
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評価について
Ａ：目標を達成したもの。
Ｂ：目標は達成しなかったが、数値的な成果として伸びがあり、前進があったと認められたもの。事業内容に変化なく維持・継続して行ったもの。
Ｃ：事業内容は縮小されていないが、数値的な成果として減少があり、後退したと認められたもの。
Ｄ：新規事業として実施できなかったもの。事業内容や制度が縮小、または廃止して後退したもの。
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今後の方向

性
課題評価の理由体系 事業内容 担当課

１　共生社会の形成
（３）学習・文化・スポーツ活動の振
興

(3)-ア 文化活動等の支援
障害のある方の文化・芸術活動への参加機会を広げる
とともに、活動成果の発表の場づくりを支援します。

社会教育課
文化課

障がい者福祉課

【社会教育課】
すべての事業で障害のある方も参加
できる体制をとっていたが参加はな
かった。
【文化課】
過去障害者の作品展の会場として使
用実績のある美術館市民ギャラリー
について、障害者団体等へ貸出出来
るよう準備した。
【障がい者福祉課】
障害者週間に障害者作品展を市役所
ロビーで開催し、活動の成果を発表
した。

B 継続

【社会教育課】
参加者がいなかったが、体制は
整えていたため。
【文化課】
令和３年度については、美術館
市民ギャラリーの障害者団体等
への貸出は無かったため。
【障がい者福祉課】
コロナ禍においても感染対策を
実施したうえで、障害者作品展
を開催できた。

【社会教育課】
障害のある人もない人も参加できる文
化、芸術の機会の提供を引き続き行っ
ていくために、民間の団体と継続的に
協力できる体制を構築していくことが
課題である。
【文化課】
今後も活動成果の発表の場として提供
できるよう準備し支援していく。
【障がい者福祉課】
今後も活動の成果を発表できる場の提
供を検討していく。

１　共生社会の形成
（３）学習・文化・スポーツ活動の振
興

(3)-イ 障害者スポーツの振興
障害のある方とない方との交流の場としてスポーツに
親しむことができる機会を作り、障害のある方の生
活・活動の幅を広げていきます。

スポーツ推進課

青梅市スポーツ推進委員協議会によ
るボッチャ体験会・交流会の実施を
計画したが、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、中止とした。

C 継続

パラリンピックの正式競技であ
り、今後の青梅市での普及の土
台作りとして計画したが、新型
コロナウイルス感染症拡大防止
のため、中止としたため。

障害者も参加できる体験会・交流会で
あることをしっかりと周知し、参加の
ハードルを下げていく必要がある。

１　共生社会の形成
（３）学習・文化・スポーツ活動の振
興

(3)-イ 障害者スポーツの振興

レクリエーション活動への参加機会を拡大することに
よって、障害のある方の生活・活動の幅を広げるため
に、障害者スポーツに関するイベントの周知に取り組
みます。

スポーツ推進課
障がい者手帳を持つ方が、総合体育
館のトレーニングルーム・個人開放
を無料で利用できる制度の周知。

A 継続
利用実績は多く、活動の機会を
提供しているため。

総合体育館内の設備・備品のバリアフ
リー化をさらに推進する必要がある。

１　共生社会の形成
（３）学習・文化・スポーツ活動の振
興

(3)-イ 障害者スポーツの振興

東京都障害者スポーツ大会などの啓発周知に努めると
ともに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技
大会開催を契機に、より多くの市民や企業等に広く障
害者スポーツに対する理解を深めるための啓発等に努
めます。

スポーツ推進課
ブラインドサッカー、ボッチャ等の
パラスポーツの体験会を実施し、障
害者理解の促進に取り組んだ。

A 継続

体験会を通じて、障害者とのコ
ミュニケーション方法や、障害
の社会モデルに関する理解が促
進されたため。

スポーツに関する各種イベント等にお
いて、多角的な障害者理解の促進をア
プローチしていく必要がある。

１　共生社会の形成 （４）交流機会の拡大 (4)-ア イベント事業等の充実

スポーツ・レクリエーションフェスティバルなどでの
スポーツ交流等を促し、障害のある人とない人が理解
しあい、ともに暮らす地域社会の形成を図るために各
種イベントの推進、ふれあい事業等の一層の充実を図
ります。

スポーツ推進課
障がい者福祉課

【スポーツ推進課・障がい者福祉
課】
スポーツ・レクリエーションフェス
ティバルや障がい者と家族のスポー
ツ大会を通じた交流の機会提供を計
画したが、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、中止とした。

C 継続

【スポーツ推進課・障がい者福
祉課】
新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、中止としたため。

【スポーツ推進課】
障害の有無に関わらず参加してもらう
ための周知、および受入れ側のさらな
る合理的配慮の提供が必要。
【障がい者福祉課】
障がいの有無を問わず参加してもらう
ため、参加しやすい教室であることを
周知する。

１　共生社会の形成 （４）交流機会の拡大 (4)-イ 地域における交流機会の創出

地域の方との連携を深め、障害のある方が地域へ出る
機会を増やすことを目的に、障がい者サポートセン
ターや市民センター、自治会、各種地域団体と連携
し、障害者作品展示回などの行事をはじめとする地域
交流機会の充実を図り、地域における住民相互の交流
機会の創出を支援します。

市民活動推進課
障がい者福祉課

【市民活動推進課】
各市民センター文化祭や地域のふれ
あい祭等は大半が新型コロナウイル
ス感染拡大防止のため中止とし、規
模縮小でできても作品展示のような
ものであったため、地域との交流機
会の創出の支援はできなかった。
【障がい者福祉課】
障害者施設等作品展示会を開催し、
各障害者施設の多くが生産活動・創
作活動を行っていることを広く紹介
できた。

B 継続

【市民活動推進課】
新型コロナウイルス感染拡大防
止のため事業中止が多くあった
ため
【障がい者福祉課】
作品展示会を通して、市民の
方々に障害者の可能性を知って
頂く機会が得られた。

【市民活動推進課】
市民センター文化祭等は、参加者を多
く集めるイベントであるため、新型コ
ロナウイルス感染症の動向に注視し、
地域交流機会を設けることができるか
開催方法の工夫が必要である。
【障がい者福祉課】
市内の各障害者施設の多くで、障がい
を持っている方が、思い思いに創作活
動に取り組む姿をＰＲできる機会なの
で、引き続き支援していく。

２　生活支援の推進 （１）情報提供・相談支援の充実 (1)-ア
障がい者サポートセンターの充
実

障害児を含めた障害者やその家族等からの相談に応ず
る相談支援事業、障害者への地域活動支援センター事
業、障害者団体への会議室等の貸出し等の事業の充実
を図ります。

障がい者福祉課

(令和3年度）サポートセンター
・相談延件数　　　11,461件
・軽作業参加延人数　3,484人
・施設貸出事業　　　　722人

B 継続

・新型コロナウイルス感染拡大
防止対策を講じながら、相談支
援事業、地域活動支援センター
事業および生活支援事業等を実
施。

・相談者の増加傾向が続き現状では対
応が間に合っていない。
・開館時間等の見直し検討
・施設の老朽化

２　生活支援の推進 （１）情報提供・相談支援の充実 (1)-ア
障がい者サポートセンターの充
実

障害者虐待防止業務を適切に実施し、虐待の未然防
止、早期発見、迅速な対応など虐待防止対策を推進し
ます。

障がい者福祉課
・市と障がい者サポートセンターに
虐待防止センター機能を設置。
・虐待通報件数　　　12件

B 継続

関係課、担当保健師とと連携し
早期解決、被養護者の支援を
行った。虐待ではないものも存
在している。

コロナ禍で養護者も自宅にいることが
多くなる中、潜在的な虐待が行われて
いる、または見過ごされていることが
懸念される。

２　生活支援の推進 （１）情報提供・相談支援の充実 (1)-イ 地域移行の推進
地域移行支援、地域定着支援、自立生活援助等につい
て、引き続き丁寧な情報提供による周知、利用促進を
図ります。

障がい者福祉課
地域移行支援、地域定着支援は利用
者が無かったが、自立生活援助は1名
の実績があった。

B 継続
情報提供による周知・利用促進
を行っている。

地域移行を推進するために、新しい
サービスの利用について引き続き情報
提供に努め促進していく必要がある。

２　生活支援の推進 （１）情報提供・相談支援の充実 (1)-イ 地域移行の推進

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に
ついて、当事者および保健・医療・福祉に携わる方を
含む様々な関係者が、情報共有や連携を行う場の構築
を検討します。

障がい者福祉課

相談支援事業者と情報共有し、訪問
相談や同行訪問、居住確保のための
サービス内容の周知・利用促進を
行った。

B 継続
情報提供による周知・利用促進
を行っている。

引続き丁寧な情報提供による周知・利
用促進を図っていきます。

２　生活支援の推進 （１）情報提供・相談支援の充実 (1)-ウ 権利擁護の推進

権利擁護についての啓発活動を推進し、障害者の権利
行使の援助、障害者差別や虐待防止に関して取り組む
とともに、青梅市社会福祉協議会をはじめとする関係
機関と連携し、地域福祉権利擁護事業を活用するな
ど、権利擁護対策を進め、合わせて成年後見人制度の
利用を促進します。

福祉総務課
障がい者福祉課

【福祉総務課】
青梅市社会福祉協議会と連携し、社
協だより等により周知を図った。令
和３年度市長申立による成年後見人
制度の利用により、１８件の法人後
見を行った。
【障がい者福祉課】
障害のある方の成年後見の首長申し
立てを３件行った。

B 継続

【福祉総務課】
成年後見人制度については、周
知を行っているが、十分ではな
い。
【障がい者福祉課】
申し立て人がいないまたは困難
な障害のある方の成年後見人の
首長申し立てを行い、権利擁護
に努めた。

【福祉総務課】
権利擁護や成年後見について、広く市
民に周知することが必要である。市民
に周知することにより、障がい者への
権利擁護対策や支援につながる。この
ため、引続き広報やリーフレットによ
り、周知に努める。
【障がい者福祉課】
市民への周知方法を検討していく必要
がある。
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２　生活支援の推進 （２）障害福祉サービスの充実 (2)-ア 自立支援給付の充実

訪問系サービスについては、身体介護・家事援助・通
院等介助などの居宅介護、重度訪問介護、同行援護、
行動援護など制度の適正を維持し、啓発に努め、サー
ビスの質的、量的な充実を図ります。

障がい者福祉課

訪問系サービスについて、サービス
支給量は緩やかな増加傾向にある。
令和３年度は、コロナによる行動制
限が緩和され、行動援護や同行援護
の利用が増加した。

B 継続

コロナ禍においても、不可欠な
訪問サービスについて、必要な
だけの支給をすることができ
た。

サービスの質的、量的な充実のために
は、サービスを提供する福祉人材の安
定的な確保が課題である。

２　生活支援の推進 （２）障害福祉サービスの充実 (2)-ア 自立支援給付の充実

日中活動系サービスについては、特別支援学校卒業時
の就労支援や生活介護、緊急一時保護のための短期入
所など、需要増が見込まれるサービスについて、支援
体制の確保に向けて検討します。
青梅市自立センターにおいて、引き続き障害福祉サー
ビスの充実に努めます。

障がい者福祉課

日中活動系サービスについては、市
内13か所の生活介護、自立訓練、就
労移行支援または就労継続支援を行
う事業所に対し補助金を交付した。
また、自立センターにおいて、比較
的重度の方の受入れを継続して行っ
ている。

B 継続

日中活動系サービス事業所に対
し補助金を交付し、支援体制の
量的、質的確保を図っている。
また、自立センターでは、比較
的重度の方の受入れを継続して
行い、日中活動の場の確保を
図っている。

日中活動系サービスの需要増に伴い、
株式会社等の福祉サービス参入の機会
が増えている。日中系活動サービス推
進事業補助金の第三者評価受審加算等
により、サービスの質の確保を継続し
ていく。

２　生活支援の推進 （２）障害福祉サービスの充実 (2)-ア 自立支援給付の充実

居住系サービスについては、障害のある方の地域移行
が求められており、介護者の高齢化等により潜在的な
需要があると見込まれていることから、民間事業者の
活用による共同生活援助（グループホーム）の充実を
図るとともに、グループホーム入居者が日中に活動す
る生活介護等の施設についても充実を図ります。

障がい者福祉課
共同生活援助事業所は、令和３年度
に11か所新規開設し、64ユニットと
なった。

B 継続
新規開設事業者への情報提供、
調整等を行い、ニーズに対する
対応を行った。

親亡き後問題、地域移行の推進によ
り、共同生活援助（グループホーム）
の需要が高まっているが、土地活用な
どを目的とした新規事業参入も目立っ
ており、サービスの質の確保が求めら
ている。また、重度の身体障害者を対
象としたグループホームの定員確保な
どが課題となっている。

２　生活支援の推進 （２）障害福祉サービスの充実 (2)-ア 自立支援給付の充実

各サービスの質の向上や、事業の透明性を確保するた
め、第三者評価機関への受審や第三者委員会の設置、
事業所連絡会の開催等を促します。
また、福祉サービスを支える人材育成のため、様々な
養成の機会を活用し、情報提供に努めます。

障がい者福祉課

「日中活動系サービス推進事業補助
金」で、福祉サービス第三者評価の
受審費用の補助を行った。（13件中
７件）

B 継続
第三者評価の受審を促進するた
めの補助事業は、サービスの質
の向上のため有効である。

放課後等デイサービス事業連絡協議会
のような、事業所連絡会等の開催等は
今後の検討課題である。
また、人材育成の養成機会の情報提供
を強化する必要がある。

２　生活支援の推進 （２）障害福祉サービスの充実 (2)-イ 地域生活支援事業の充実

意思疎通支援事業、相談支援事業、日常生活用具給付
等事業、移動支援事業、サポートセンター事業、日中
一時支援事業の実施を継続するとともに、自動車運転
教習費補助事業、奉仕員等養成事業などの事業の周
知、内容の充実を図ります。

障がい者福祉課

地域活動支援センター、特定相談支
援事業所等において、障害者・児に
対するマネージメントを行うととも
に、市ホームページや障害者のしお
りを活用し、制度の周知を行った。

B 継続

退院調整を行う医療機関の相談
員や、介護保険のケアマネー
ジャーへの情報提供に努め、適
切なサービス支給を行った。

市ホームページや障害者のしおりを、
必要な人が必要な情報を得られるよ
う、音声サービスやわかりやすい言葉
使いや絵の活用等、障害特性に合わせ
た配慮を行い、制度の周知、内容の充
実を図っていく。

２　生活支援の推進 （２）障害福祉サービスの充実 (2)-ウ 一般サービスの充実
引き続き、障害者の需要を把握しながら、個々のサー
ビスの実情に沿った充実を図り、障害者の生活支援に
努めます。

障がい者福祉課

福祉サービスの実施や経済的負担を
減らすため各種助成・給付事業や減
免、割引制度の実施や周知を行っ
た。
新型コロナウイルスの感染拡大によ
り外出を控えている障害者に対し、
買物代行サービス事業を実施した。

B 継続

各種サービスに加え、新たに新
型コロナウイルス感染症対策と
して、買物代行サービスを実施
した。

需要に沿った支援となるよう、制度の
改廃を検討していく。

２　生活支援の推進 （３）保健・医療の充実 (3)-ア 生活習慣病等の疾病等の予防

障害の原因となる生活習慣病をはじめとする疾病の予
防、二次障害、障害の重度化を防ぐため、必要な医療
の給付や、健康診断、診療および検査を受けることを
勧奨していきます。

健康課

生活習慣病をはじめとする疾病の予
防のため、健康講座・健康相談を実
施。また疾病の早期発見のために、
がん検診の啓発冊子を障がい者に配
慮した内容で作成し、全戸配布し
た。

B 継続

各がん検診の受診率について
は、前年度比で20％程度増加し
た。
健康講座等、人が密になりやす
い行事の一部を中止した。

コロナ感染症に対する正しい情報を発
信することにより、受診控えを少なく
する必要がある。
健康講座等の人が密になる行事につい
ては、感染予防対策を検討・実施する
必要がある。

２　生活支援の推進 （３）保健・医療の充実 (3)-イ
障害に対する適切な保健・医療
サービスの充実

障害者等一人ひとりに応じた適切な医療・歯科医療
サービスが受けられるよう、専門医療機関、保健所等
との連携を図り、障害に応じた適切な保健事業を実施
し、障害者の保健対策の推進を図ります。

健康課
障がい者福祉課

【健康課】
健康講座・健康相談にて、必要に応
じて関連機関との連携を図り、対象
者の個別性に応じた支援を実施し
た。
【障がい者福祉課】
難病医療費助成や、障害者医療費助
成、自立支援医療費助成により、適
切な医療を、受けるための医療費負
担の軽減を行った。

B 継続

【健康課】
健康講座および健康相談は、障
害に関連した相談は感染症拡大
も相まって少なかった。
【障がい者福祉課】
障害のある方が適切な医療を受
けられるように、各種医療費助
成を実施した。

【健康課】
障害の程度に応じた適切な医療が受け
られるよう、関連機関との連携を図り
ながら対象者や家族を支援していく必
要がある。
【障がい者福祉課】
障害の程度に応じた適切な医療が受け
られるよう、関連機関との連携を図り
ながら対象者を支援していく必要があ
る。

２　生活支援の推進 （３）保健・医療の充実 (3)-イ
障害に対する適切な保健・医療
サービスの充実

公共交通機関をはじめとする通院等のための移動手段
を検討します。

都市整備部管理
課

障がい者福祉課

車椅子を利用するなど、自力での歩
行や公共交通機関の利用が困難な方
が外出する時に、リフト付ワゴン車
（福祉バス）による輸送サービスお
よび、民間輸送事業者への補助事業
を実施している。
また、障害者手帳の所持者へ、都営
交通無料乗車券の発行を行ってい
る。

B 継続

福祉バスや、民間事業所への補
助事業、都営交通無料乗車券の
発行を継続し、通院等の移動手
段の確保に努めた。

引き続き、福祉バスによる輸送サービ
スを継続していく。

２　生活支援の推進 （４）障害児支援の体制の確保 (4)-ア 障害児保育
保育所や学童クラブ等の一般的な子育て支援施策にお
ける障害児の受入れに努めます。

子育て推進課

保護者の希望を確認し、保育所と対
応策を検討したうえで受入れを行っ
ている。
また、学童保育所においては、保護
者の同意を得て、診断書等を入所申
請の際に提出していただいたうえ
で、障害児の受入れを行っている。

B 継続

保育所入所事前連絡票を作成
し、事前に希望保育所と受け俺
後の対応について確認を行うな
ど、保護者、保育所、市が一体
となって受入れを行っている。
また、学童保育所においては、
保護者の同意を得て、教育委員
会へ提出済の資料を共有し、受
け入れを行っている。

重度の障害がある場合の集団保育の実
施について、どのような保育や支援が
可能か検討する必要がある。

２　生活支援の推進 （４）障害児支援の体制の確保 (4)-ア 障害児保育
児童発達支援センターの設置の検討や、保育所等訪問
支援の推進など障害児支援の充実を図ります。

障がい者福祉課

市内の児童養護施設入所児童に対
し、保育所等訪問支援のやむを得な
い措置により支給を行った。
児童発達支援センターの設置に向け
た具体的な検討には至らなかった。

C 継続
児童発達支援センターの整備に
向けた具体的な検討に至ってい
ない。

児童発達支援センターが設置される
と、保育所等訪問支援を実施するな
ど、指導的な枠割をもち、支援の向上
につながる。
計画年度までの設置について、具体的
な検討が必要である。
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２　生活支援の推進 （４）障害児支援の体制の確保 (4)-イ 相談支援体制の充実
就学相談をはじめとした相談の充実を図るとともに、
その家族に対する支援にも努めます。

学務課
障がい者福祉課

特別支援教室の設置などにより特別
支援へのニーズは高まっており、就
学相談・教育相談とも相談件数が増
加している。教育相談所心理相談員
および就学相談室就学相談員の勤務
日数を週１日増やした。

A 継続
就学相談・教育相談とも相談件
数が増加しているが、適切に対
応している。

今後も増加すると考えられる相談への
対応を図ること。

２　生活支援の推進 （４）障害児支援の体制の確保 (4)-イ 相談支援体制の充実
ライフステージに対応したサービス・支援の提供が行
えるように努めていきます。

健康課
障がい者福祉課
子育て推進課

子ども家庭支援課

【健康課】
妊娠届出時に面接を実施し、個々の
ライフステージに応じた支援の案内
や不安を抱える妊産婦に寄り添い安
心して育児ができるよう支援を行っ
た。また乳幼児健康相談や電話相
談、心理相談を通し、母親の悩み、
不安解消に努めた。関係機関とし
て、病院や子ども家庭支援センター
と連携し、支援を行うことができ
た。
【障がい者福祉課】
担当ケースワーカーによる相談を随
時受付け、必要に応じて障害児通所
等のサービスの提供を行った。
【子育て推進課】
保育所、幼稚園、学童保育所等に対
し、巡回相談員等による相談業務を
実施し、指導方針等の助言を行って
いる。
【子ども家庭支援課】
子ども家庭支援センターにおける子
育て総合相談を行うとともに、子育
てひろばにおいて、簡易な子育てに
関する相談を行った。

A 継続

【健康課】
コロナ禍の中、感染予防に努め
ながら、電話や訪問などにより
個々の相談に対応できた。また
関係機関につなぐことができ
た。
【障がい者福祉課】
感染対策を行った上で適切に面
談等を行い、支援やサービス提
供に努めた。
【子育て推進課】
保育所等での様子を巡回相談員
が実際に確認するため、的確な
アドバイスを行える。
【子ども家庭支援課】
子ども家庭支援センターにおい
て年間相談件数1,251件のうち43
件の障害相談を実施した。
また、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、子育てひろ
ばを一時休館・休止としたが、
その間、電話よる相談を実施し
た。

【健康課】
育児に不安や悩みを感じ、精神的に不
安定な保護者がひとりで思いを抱え込
まないよう、妊娠期から個別面談等を
行いながら個々の状況把握に努め、切
れ目ない支援に取り組む必要がある。
また、子育て世代包括支援センター、
子ども家庭支援センターと連携し支
援・相談をさらに充実させていく必要
がある。
【障がい者福祉課】
発達障害等を抱える児童の保護者から
の相談は増加傾向にあり、限られた人
員で相談支援体制をさらに充実させる
ための工夫が必要となる。
【子育て推進課】
他の関係団体や教育委員会等と引き続
き相談支援体制の充実や連携方法につ
いて検討していく必要がある。
【子ども家庭支援課】
相談件数も増加していることから、引
き続き、子ども家庭支援センターの組
織強化等、相談体制の充実を図りま
す。

２　生活支援の推進 （４）障害児支援の体制の確保 (4)-ウ 特別支援教育の充実
障害の種類や程度に応じた教育を行うとともに、個々
のニーズに応じた支援、施設整備に努めます。

学務課
指導室

【学務課】
特別支援学級、特別支援教室におい
て障害の種類や程度に応じた教育を
行った。通常級にも支援員を配置
し、発達障害等の児童・生徒への支
援を行った。
【指導室】
教員が各学校を巡回しながら特別な
支援が必要な児童・生徒に対し計画
的に指導を行っている。

A 継続

【学務課】
特別支援学級および特別支援教
室は適正に運営されており、児
童・生徒に対する教育・支援が
行われている。
【指導室】
特別な支援が必要な児童・生徒
に対し学校生活支援シートを作
成し、計画的に支援を行った。

【学務課】
今後も増加すると考えられる特別な支
援が必要な児童・生徒に対応した運営
と環境整備を行うこと。
【指導室】
今後も増加すると考えられる特別な支
援が必要な児童・生徒に対応した適切
な教室運営と施設整備を行うこと。

２　生活支援の推進 （４）障害児支援の体制の確保 (4)-エ 特別支援学校等との連携の推進

特別支援教育パートナーシップ、相互派遣研修の実施
などについて推進し、特別支援学校や特別支援学級等
の教育関係者と日常的に連携を図ることで、障害が
あっても、安心して必要な教育的支援が受けられるよ
う、環境の整備、推進に努めます。

学務課
指導室

【学務課】
特別支援教育推進協議会、就学支援
委員会における委員委嘱や各種研修
会講師、地域の学校に対する助言、
援助により特別支援教育に関する連
携を図った。
【指導室】
特別支援教育推進協議会、就学支援
委員会における委員委嘱や各種研修
会講師、巡回訪問相談員としての特
別支援教育コーディネーター派遣等
により特別支援教育に関する連携を
図った。

B 継続

【学務課】
各種会議、研修会等で特別支援
学校等との連携は図れている。
また、特別支援学校のセンター
的機能を利用し学校との連携も
図れている。
【指導室】
各種会議、研修会等で特別支援
学校等との連携は図れている
が、新型コロナウイルス感染拡
大の影響により機会が減少し
た。

【学務課】
会議・研修内容の精査するとともに多
くの教員が参加できる機会を増やし、
さらなる連携を目指すこと。
【指導室】
会議・研修内容の精査をするとともに
多くの教員が参加できる機会を増や
し、さらなる連携を目指すこと。

２　生活支援の推進 （５）切れ目のない支援体制の整備 (5)-ア 自立支援協議会の機能の充実

自立支援協議会のネットワークを強化、活用し、様々
な障害支援機関が、一人ひとりの各ライフステージに
おける課題等を共有することにより、総合的な支援を
進めていきます。

障がい者福祉課

令和３年度は、事例検討会や見学会
などの行事は新型コロナウイルス感
染症拡大により見合わせとなり新規
の事業には取り組めなかったが、差
別解消支援地域協議会の設置に向け
て、委員の専門性を生かした協議を
行った。

B 継続

新型コロナウイルス感染症の拡
大の影響により、活発な協議会
活動は実施できなかったが、各
分野の委員のネットワークが、
コロナ対策やケースの課題解決
に向けた連携に効果的である。

年４回の自立支援協議会会議のうち、
２回の会議を、書面開催に変更し協
議、報告を実施した。リアルタイムの
対面協議ではなかなか発言がない委員
からの意見等も得られる書面会議の利
点もあった。
また、１回をオンラインと書面開催の
併用としたが、引き続き社会情勢に見
合った様々な開催方法を検討してい
く。

２　生活支援の推進 （５）切れ目のない支援体制の整備 (5)-イ 療育ネットワークの構築

障がい者福祉課、子育て世代包括支援センター、地域
福祉コーディネーター、幼稚園、保育所、児童相談
所、保健所、学校、民生児童委員等の関係機関が連携
し、切れ目のない療育ネットワークの構築を図りま
す。

障がい者福祉課
子育て推進課
福祉総務課
学務課
健康課

【障がい者福祉課】
関係機関と連携して障害児の療育支
援につながるよう、相談業務を行っ
た。
【福祉総務課】
民生児童委員は、こんにちは赤ちゃ
ん事業をはじめ、学校等と連携し、
地域のネットワークの構築に努め
た。
【健康課】
乳幼児健診や電話相談で母親に対
し、発達健診をご案内し、子どもの
状況に応じて療育機関を紹介した。
また経過観察を行った。

B 継続

【障がい者福祉課】
必要に応じて関係者間でケース
会議を開催し、情報の共有を
図った。
【福祉総務課】
新型コロナウイルス感染症の拡
大防止により、直接の関りがも
てなくなっているが、日々の地
域の見守りが、ネットワークづ
くりの一部となっている。
【健康課】
親が困っていることの相談を受
け、一つ一つの心配や不安に丁
寧に対応することを心掛けた。
３密を防ぎ、感染予防に努めな
がら、相談事業を行った。

【障がい者福祉課】
引き続き関係機関と連携し、情報の共
有を図っていく必要がある。
【福祉総務課】
新型コロナウイルス感染症の拡大防止
により、直接の関りがもてなくなって
いるが、日々の地域の見守りが、ネッ
トワークづくりの一部となっている。
【健康課】
支援につながりにくい人に対し、継続
的な声掛けを行い、親の困りごとに寄
り添っていく必要がある。
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２　生活支援の推進 （５）切れ目のない支援体制の整備 (5)-イ 療育ネットワークの構築

障害の発見から就学までの療育、学齢期、卒業後の生
活、重度化、高齢化など各ライフステージにおいて、
障害のある方それぞれに応じた切れ目ない支援を行う
際の枠組みの中心として、基幹相談支援センターの整
備のあり方について検討します。

障がい者福祉課
基幹相談支援センターについて、自
立支援協議会部会の中で情報共有を
図り協議を行った。

B 継続
引き続き基幹相談支援センター
のあり方について協議を行う。

現状、市内の相談支援事業所の中に役
割を担える事業所はなく。各事業所と
調整を図り、必要性の有無についても
検討する。

２　生活支援の推進 （５）切れ目のない支援体制の整備 (5)-ウ 家族、保護者への支援の強化

障害のある子どもを持つ保護者に向けた障害理解の推
進やメンタルケアなどの家族支援を行います。保護者
からの相談は適切な専門機関等へつなぐとともに、関
係機関が理解を深めるための研修等を行います。

障がい者福祉課
子ども家庭支援

課
高齢者支援課

【障がい者福祉課】
関係機関と連携し、相談の内容に応
じて専門機関へつなぐとともに、短
期入所等のサービス提供により保護
者の支援を行った。
【子ども家庭支援課】
児童虐待防止対応・連携マニュアル
を2年度に改定し、3年度はその周知
し、関係機関の理解が図れるよう努
めた。
【高齢者支援課】
地域包括支援センターにおける実態
把握や、地域、関係機関からの情報
等により相談を受け付け、状況に応
じて関係機関と連携し家族支援等の
取り組みを行った。

B 継続

【障がい者福祉課】
必要に応じてケース会議を開催
する等、関係機関との連携を
図った。
【子ども家庭支援課】
子ども家庭支援センターにおい
て年間相談件数1,251件のうち43
件の障害相談を実施した。
【高齢者支援課】
高齢者を含む世帯に生じる問題
は多様化しており、関係機関と
連携した取り組みを行い家族へ
の支援にもつながった。

【障がい者福祉課】
関係機関との連携をより強め、適切な
支援につながるよう体制強化に努め
る。
【子ども家庭支援課】
相談件数も増加していることから、引
き続き、関係機関と連携を密にし適切
な支援に繋がるよう努めます。
【高齢者支援課】
障害のある成人した子どもと高齢の親
の世帯等で生じる多問題に対応するた
めには、本人や家族が相談しやすい体
制や関係機関と連携した支援体制をつ
くることが必要である。

２　生活支援の推進 （５）切れ目のない支援体制の整備 (5)-ウ 家族、保護者への支援の強化

在宅生活における家族や保護者のレスパイトや緊急時
対応について、可能な事業所（短期入所等）の確保に
向け、民間法人の誘致等を踏まえ、整備していきま
す。

障がい者福祉課

日中一時支援や短期入所の障害サー
ビスを実施し、事業所から開設や増
設の相談があった場合にはニーズ等
の情報提供を行った。

B 継続
新規開設事業者への情報提供、
調整等を行い、ニーズに対する
対応を行った。

重度の身体障害者や障害児を受入れる
短期入所の定員の確保を図っていく。

３　自立支援の推進 （１）就労の促進 (1)-ア 障害者就労支援センターの充実

多様なニーズへの対応や就労継続の支援等を図るた
め、障害者就労支援センターの支援力を高めるととも
に、日常生活支援、職業生活支援、社会生活支援等を
行います。

障がい者福祉課
障がい者の生活や就職についての相
談・支援を行った。
生活支援相談件数　延べ1,928件

B 継続

職業相談、就労準備相談などの
就労面の支援や日常生活、社会
生活などの生活面の支援を行っ
た。

就労を希望する障害者に対し、青梅市
役所において、職場体験実習を実施し
て障害者の就労に向けた支援をする。

３　自立支援の推進 （１）就労の促進 (1)-ア 障害者就労支援センターの充実
障害者が、安心して一般企業への就労を実現し、継続
していけるよう支援を行います。

障がい者福祉課

障がい者の就労に向けての準備、心
構えを指導し、就職への不安を取り
除くよう支援を行った。
就職準備支援　延べ1,255健

B 継続
障害者が、安心して一般企業へ
の就労を実現し、継続していけ
るよう支援を行っている。

就労を希望する障害者に対し、青梅市
役所において、職場体験実習を実施し
て障害者の就労に向けた支援をする。

３　自立支援の推進 （１）就労の促進 (1)-ア 障害者就労支援センターの充実

就労面の支援としては、職業相談、職場定着支援、
ジョブコーチの派遣等を行い、生活面の支援として
は、日常生活支援、職業生活支援、社会生活支援等を
行います。

障がい者福祉課

一般企業への就労に結びついた障が
い者をフォローし、雇用した企業へ
もアドバイスを実施した。
定着支援件数　延べ2,871件

B 継続

職業相談、就労準備相談などの
就労面の支援や日常生活、社会
生活などの生活面の支援を行っ
た。

職業相談、就労準備相談などの就労面
の支援や日常生活、社会生活などの生
活面の支援を行っていく。

３　自立支援の推進 （１）就労の促進 (1)-ア 障害者就労支援センターの充実
就労に関する情報収集および提供、関連機関・協力機
関とのネットワーク形成等を行います。

障がい者福祉課

企業における障害者雇用枠の充実、
受け入れ態勢の整備、新規開拓を
行った。
職場開拓、職場実習　延べ173件

B 継続

公共職業安定所主催の障害者雇
用連絡会議に出席し、関係機関
と情報収集及び提供を行ってい
る。

　青梅商工会議所、障害者就労支援セ
ンターおよび市と連携し、企業向けの
商工会議所広報紙に障害者雇用促進の
ための記事を掲載。

３　自立支援の推進 （１）就労の促進 (1)-イ
公共職業安定所（ハローワー
ク）等との連携

障害者の就労機会の確保については、引き続き、公共
職業安定所（ハローワーク）や企業、特別支援学校等
との連携を図りながら、障害者の就労を促進します。

障がい者福祉課

ハローワーク主催の地域雇用門断連
絡会議を通じ、就労支援機関の連携
を強化し障がい者の就労支援を推進
した。

B 継続

公共職業安定所、青梅商工会議
所、障害者就労支援センターお
よび市の４つが連携し、企業向
けの障害者雇用促進のため企業
見学会を開催した。

公共職業安定所、青梅商工会議所、障
害者就労支援センターおよび市の４つ
が連携し、企業向けの障害者雇用促進
のため企業見学会を開催します。

３　自立支援の推進 （１）就労の促進 (1)-イ
公共職業安定所（ハローワー
ク）等との連携

離職の確認の際には、就労移行支援事業や公共職業安
定所（ハローワーク）等への照会を行い、離職後の
フォローや再就職に向けた支援を行うよう努めます。

障がい者福祉課

体調や気持ちの面で離職してしまっ
た障がい者へのケアとフォローを行
うとともに新たな就職先の支援を
行った。
離職時の調整支援　延べ114件

B 継続

離職の確認の際には、就労移行
支援事業や公共職業安定所（ハ
ローワーク）等への照会を行
い、離職後のフォローや再就職
に向けた支援を行うよう努め
た。

離職の確認の際には、就労移行支援事
業や公共職業安定所（ハローワーク）
等への照会を行い、離職後のフォロー
や再就職に向けた支援を行うよう努め
ます。

３　自立支援の推進 （１）就労の促進 (1)-ウ
企業や福祉施設とのネットワー
クの構築

障害のある方が働くことを通して生きがいのある生活
を送ることができるように、一般企業への就労の促進
を図るとともに、就労支援を行う障害福祉サービス事
業所との連携を進め、就労支援体制の充実を図りま
す。

障がい者福祉課
市内事業所と公共の就労支援機関と
連携し、障がいのある人の円滑な就
労支援の充実を図った。

B 継続

公共職業安定所、青梅商工会議
所、障害者就労支援センターお
よび市の４つが連携し、企業向
けの障害者雇用促進のため企業
見学会を開催した。

公共職業安定所、青梅商工会議所、障
害者就労支援センターおよび市の４つ
が連携し、企業向けの障害者雇用促進
のため企業見学会を開催した。

３　自立支援の推進 （２）経済的自立の支援 (2)-ア 年金・手当等の支援
障害者やその家族に対し、国や東京都などが実施する
各種手当などの支給により、経済的な支援を行い、生
活の安定を図ります。

障がい者福祉課
子育て推進課
保険年金課
生活福祉課

【障がい者福祉課】
各種手当の支給対象者には手帳交付
時等に手続きを案内し、経済的な支
援が受けられるよう対応した。
【子育て推進課】
引き続き手当の支給や医療費の助成
を実施している。
【保険年金課】
障害基礎年金受給に必要な書類作成
など手続の支援を行い、障害基礎年
金による生活の安定を図った。
【生活福祉課】
生活困窮者自立支援法にもとづく支
援や給付金の支給を行うことと併
せ、社会福祉協議会による貸付制度
等を活用することにより、経済的自
立を目指した。

B 継続

【障がい者福祉課】
対象者に漏れなく案内が行き届
くよう、担当者間で調整して手
続きを支援した。
【子育て推進課】
前年と同様に継続的に実施し
た。
【保険年金課】
窓口や電話により、障害基礎年
金の受給に関する手続の支援や
案内を実施した。
【生活福祉課】
生活困窮者自立支援法にもとづ
く支援や給付金の支給を行うこ
とと併せ社会福祉協議会による
貸付制度等を活用することによ
り、経済的自立を促進した。

【障がい者福祉課】
制度のさらなる周知を図り、手当受給
の可能性がある未申請者を掬い上げる
ことが課題である。
【保険年金課】
障害基礎年金受給に当たり、日本年金
機構に提出する書類が多岐にわたるこ
とから誤記が多く、対応に手間と時間
を要するため、日本年金機構と対応方
法の協議が必要。
【生活福祉課】
生活困窮者自立支援法にもとづく制度
のさらなる周知を図り、積極的な制度
活用を推進する必要がある。
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３　自立支援の推進 （２）経済的自立の支援 (2)-ア 年金・手当等の支援
市民全般に対し、障害が生じたときの支援として障害
基礎年金等の受給など必要な情報の提供を行います。

保険年金課
生活福祉課

【保険年金課】
市の広報紙や窓口等において、障害
基礎年金等の受給に必要な情報につ
いて、日本年金機構と調整しながら
提供した。
【生活福祉課】
生活困窮者自立支援法にもとづく支
援や給付金の支給を行うことと併
せ、社会福祉協議会による貸付制度
等を活用することにより、経済的自
立を目指した。

B 継続

【保険年金課】
市の広報紙・窓口等により、障
害基礎年金に関する必要な情報
提供を行った。特に窓口では、
障害年金ガイドブック等を活用
し、スムーズな情報提供を実施
した。
【生活福祉課】
生活困窮者自立支援法にもとづ
く支援や給付金の支給を行うこ
とと併せ社会福祉協議会による
貸付制度等を活用することによ
り、経済的自立を促進した。

【保険年金課】
市広報紙や窓口等による情報提供だけ
でなく、時代に合った周知方法を常に
模索していくことが必要。
【生活福祉課】
生活困窮者自立支援法にもとづく制度
のさらなる周知を図り、積極的な制度
活用を推進する必要がある。

３　自立支援の推進 （２）経済的自立の支援 (2)-イ 権利の擁護

生活設計や金銭管理を行うことが困難な障害者に対し
て、本人の意思を尊重しながら、相談、福祉サービス
の契約や財産を保護する成年後見制度の適正な利用促
進や、地域福祉権利擁護事業の普及、活用を推進しま
す。

福祉総務課
障がい者福祉課

【福祉総務課】
令和３年度苦情対応１件、権利擁護
相談１５件、成年後見利用相談４０
件、専門相談が６件あった。
【障がい者福祉課】
障害のある方の成年後見の首長申し
立てを３件行った。

B 継続

【福祉総務課】
福祉サービスや苦情対応機関に
ついて、パンフレットや社協だ
よりにより、周知を図った。ま
た、弁護士による専門相談も
行った。
【障がい者福祉課】
申し立て人がいないまたは困難
な障害のある方の成年後見人の
首長申し立てを行い、権利擁護
に努めた。

【福祉総務課】
青梅市社会福祉協議会が行っている
サービス利用者総合支援事業を支援す
るため、福祉サービスについて、さら
に周知を行う必要がある。
【障がい者福祉課】
市民への周知方法を検討していく必要
がある。

３　自立支援の推進 （３）住居の確保 (3)-ア 居住支援

身近な地域で、生きがいを持って、自立した生活を送
るために基盤となる住まいの場の確保の手段として、
障害者世帯向けの公営住宅の利用を促進していきま
す。

住宅課
障害者世帯からの相談に適宜対応し
た。また、入居要件や各種手続きの
緩和についても継続した。

B 継続
障害者世帯に対しては、可能な
限り、市営住宅に係る様々な相
談に対応できた。

市営住宅の一部に障害者世帯のみ入居
できる部屋を設定しているが、数が少
ない。障害の種類や程度に応じたニー
ズなどを適宜把握していく。

３　自立支援の推進 （３）住居の確保 (3)-ア 居住支援
障害のある方が充実した地域生活を送ることができる
よう、地域移行支援を行います。

障がい者福祉課
各ケースに対応した地域以降支援を
実施した。 B 継続

退院後の生活の場の確保等、関
係機関と協力し調整を行った。

障害福祉サービスの地域移行支援・地
域定着支援の利用の促進を図ってい
く。

３　自立支援の推進 （３）住居の確保 (3)-イ グループホームの充実

「親亡き後」の生活に不安を感じる意見が多くあげら
れていることから、障害のある方の地域における居住
の場として、多様な形態のグループホームの整備を促
進し、重度障がい者にも対応できる支援体制の充実を
図っていきます。
新規参入の誘致に当たっては、青梅市における福祉施
設等の配置のあり方に関する基本方針にもとづき、情
報提供等の支援を行っていきます。

障がい者福祉課

令和3年度は11ユニットが新規開設と
なり、市民の入所先を確保した。ま
た、重度化に対応するため、日中
サービス支援型グループホームの新
規開設について事業所との調整を行
い、１ユニット開設を実現した。

A 継続

グループホームの乱立を防ぐた
め、令和3年4月1日に「青梅市に
おける福祉施設等の配置のあり
方に関する基本方針」を改正
し、重度の方向けの施設の定員
増を検討することとした。

適正なグループホームの定員につい
て、社会情勢の変化や親亡きあと問題
を見据え、障害者計画、障害福祉計画
とともに今後も青梅市における福祉施
設等の配置のあり方に関する基本方針
の見直しをしていく必要がある。

３　自立支援の推進 （３）住居の確保 (3)-ウ 居住環境の整備
入所施設、グループホームには老朽化の著しい施設も
あることから、入所者の居住環境の改善に配慮し、支
援の在り方について研究していきます。

障がい者福祉課
事業者の施設改修計画等に必要な情
報提供を行った。

B 継続
東京都の施設整備費補助金等の
情報提供を行った。

引き続き、情報収取に努めていく。

３　自立支援の推進 （３）住居の確保 (3)-ウ 居住環境の整備
在宅の障害者に対して、住宅改修事業等を活用しなが
ら居住環境の整備に努めます。

障がい者福祉課
重度身体障害の方に対し、２件の住
宅設備改修費支給を行った。

B 継続
重度の身体障害のある方の生活
の利便のため、要綱にもとづき
給付を実施した。

引き続き、障害をお持ちの方の住環境
の整備に努めていく。

４　快適なまちづくりの推進 （１）福祉のまちづくりの推進 (1)-ア
東京都福祉のまちづくり条例の
促進

「東京都福祉のまちづくり条例」や「高齢者、障害者
等が利用しやすい建築物の整備に関する条例」（建築
物バリアフリー条例）などにもとづき、引き続き、道
路、公園、建築物など生活関連施設のバリアフリー化
を推進し、障害のある方に配慮したまちづくりを進め
ます。

福祉総務課

令和３年度の申請については、物販
店舗２件、飲食店舗１件、サービス
店舗１件合計４件受理した。
相談や申請受理の際は、福祉のまち
づくり条例やバリアフリー化の推進
を図った。

B 継続

問合せに関しては、一つ一つ説
明を行い、理解を得た上で、ま
ちづくり条例等への意識につな
げた。

新築される建築物のほか、修繕や増築
される建物等についても、都市整備部
等関係部署と連携を図りながら、都条
例に従い引続き、福祉のまちづくりや
バリアフリー化を進める。

４　快適なまちづくりの推進 （１）福祉のまちづくりの推進 (1)-イ
公共施設のバリアフリー化の推
進

障害者が利用する市の公共施設のバリアフリー化に努
めます。

施設課

小中学校（四校）のトイレ大規模改
修工事に合わせ、各階に車椅子で使
用できる便房を整備するなど、設計
時に考慮した。

B 継続

建築物の新築時は、東京都福祉
のまちづくり条例などの整備基
準に合わせバリアフリー化を実
施しているが、既存建築物のバ
リアフリー化は、制約が多いた
め可能な限りの内容での実施と
なる。

引き続き、東京都福祉のまちづくり条
例などの整備基準に合わせたバリアフ
リー化の整備に努めていく。

４　快適なまちづくりの推進 （１）福祉のまちづくりの推進 (1)-イ
公共施設のバリアフリー化の推
進

新たに整備する市の公共施設については、ユニバーサ
ルデザインの考え方にもとづき整備します。

施設課
公園緑地課

【施設課】
新型コロナウイルス対策ＰＣＲ検査
センター（仮称）建設工事について
は、ユニバーサルデザインの考えに
もとづいて建設した。
小曾木市民センター体育館スロープ
を設置した。
【公園緑地課】
ユニバーサルデザインのまちづくり
緊急推進事業補助金を活用し、公園
のトイレの洋式化を図った。（5公
園）

A 継続

【施設課】
引き続き、新たに整備するもの
については、ユニバーサルデザ
インの考え方にもとづき整備し
ていく。
【公園緑地課】
開発行為等により新たに設置さ
れた公園のトイレはなかった。
既存公園施設のトイレについ
て、洋式化を行った。

【施設課】
引き続き、新たに整備するものについ
ては、ユニバーサルデザインの考え方
にもとづき整備していく。
【公園緑地課】
今後、整備する公園施設については、
ユニバーサルデザインの考えにもとづ
き整備していく必要がある。

４　快適なまちづくりの推進 （１）福祉のまちづくりの推進 (1)-ウ 住宅のバリアフリー化の促進

障害者が暮らすために、段差の解消や手すりの設置な
ど、障害に応じたバリアフリー化を進めることによ
り、暮らしやすい住宅の整備を促進し、住宅改善を支
援します。

障がい者福祉課
重度の身体障害者に対し、浴室改修
等の住宅改修２件を支給した。 B 継続

住宅の小規模改修や、日常生活
用具の移動支援用具等を支給
し、暮らしやすい環境の整備を
行った。

制度の利用がスムーズになできるよ
う、対象となる方への的確な情報提供
を行う必要がある。



評価事業番号 事業名施策 令和３年度取組状況
今後の方向

性
課題評価の理由体系 事業内容 担当課

４　快適なまちづくりの推進 （１）福祉のまちづくりの推進 (1)-エ
公共交通機関のバリアフリー化
の促進

駅などの公共的施設については、その事業者に対し
て、障害者が利用しやすい施設になるようバリアフ
リー化を推進します。

都市整備部管理
課

東日本旅客鉄道株式会社（以下、Ｊ
Ｒという。）に対し、西多摩地域広
域行政圏協議会を通じ、駅施設のバ
リアフリー化を推進し、施設改善を
早期に進めるよう要望した。

B 継続

東青梅駅北口のバリアフリー化
に向けた取り組みとして、ＪＲ
と駅舎および自由通路の建替え
協議を行った。

ＪＲでは、移動等円滑化の促進に関す
る基本方針に基づき、１日当たり平均
利用者数が3,000人以上の駅を優先し
てバリアフリー化を進めており、この
基準以下の駅について、早期のバリア
フリー化は難しい状況にある。

４　快適なまちづくりの推進 （１）福祉のまちづくりの推進 (1)-オ 心のバリアフリー

障害のある方に対する誤解や偏見、差別をなくすため
に、障害に関する正しい知識の普及啓発を行い、市民
理解を進め、ユニバーサルマナーおよび心のバリアフ
リーを推進していきます。

障がい者福祉課

障がい者差別解消条例を施行し、ユ
ニバーサルマナー、バリアフリー等
障がい者差別解消に向けたリーフ
レットを作成し周知啓発を行った。

B 継続
窓口配架、展覧会等イベントで
配布することで、差別解消の推
進、啓発活動を行った。

リーフレットの内容が分かりにくく、
障害特性に応じた内容のものを作成し
ていく。

４　快適なまちづくりの推進 （２）防災・防犯対策の充実 (2)-ア 防災対策の推進

障害のある方が災害発生時に冷静に行動できるよう、
広報、防災ハンドブックの活用や防災訓練などの機会
を通じて、防災意識の普及や非常時の対応方法の習得
を推進するとともに、家具転倒防止器具の取付け促進
等により減災にも努めていきます。

防災課

広報や出前講座等の機会を通じて、
防災意識の醸成や普及啓発を行っ
た。
また、家具転倒防止器具等支給取付
事業については、積極的に広報を行
い、取付けの促進を図った。

B 継続

出前講座等の機会を通じて、地
域住民等の防災意識の醸成を
図った。
また、家具転倒防止器具等支給
取付事業により６世帯の障害者
世帯に対し取付を実施した。

引き続き出前講座や防災訓練等の機会
をとらえて、障害のある方の防災意識
の醸成や非常時の対応方法の習得を推
進する必要がある。

４　快適なまちづくりの推進 （２）防災・防犯対策の充実 (2)-ア 防災対策の推進

自主防災組織やボランティア組織、市内にある福祉施
設などとも連携を図りながら、地域における共助の仕
組みを構築し、障害の特性に応じた災害時の支援体制
の充実に努めていきます。

防災課

障害のある方のうち、災害時の避難
に支援を必要とする方（避難行動要
支援者）について名簿を作成し、自
主防災組織等の避難支援等関係者と
情報の共有を図った。

B 継続

避難行動要支援者制度の普及啓
発を通じて、障害のある方への
災害時の支援について、自主防
災組織等の共助の担い手に理解
が広まってきている。

令和３年５月の災害対策基本法の改正
により、避難行動要支援者の個別避難
計画の作成が、市町村の努力義務と
なった。それを踏まえ、本市において
も取組を進めていく必要がある。

４　快適なまちづくりの推進 （２）防災・防犯対策の充実 (2)-ア 防災対策の推進
障害のある方の避難方法を確保するとともに、引き続
き、二次避難所の設置・運営体制、医療機関との連携
体制のあり方について検討を進めます。

防災課
二次避難所の運営について検討中で
あり、今後、福祉部署と調整を図
る。

C 継続
二次避難所の運営について検討
しており、今後、福祉部署と調
整を図る。

民間施設の二次避難所の指定拡大が課
題である。また、二次避難所の運営マ
ニュアルを整備する必要がある。

４　快適なまちづくりの推進 （２）防災・防犯対策の充実 (2)-イ 防犯対策

関係機関や地域と連携を図りながら、防犯活動の支援
や広報活動、また、障害者に対する悪徳商法による被
害を防止するために、悪徳商法の手口の紹介や防止方
法などの啓発や情報提供を行います。

市民安全課

警察署、包括支援Ｃ、自治会などの
関係機関で組織する高齢者の消費者
被害等の情報連絡会において、悪徳
商法の防止などについての意見交換
を行った。また、青梅警察や防犯協
会と連携し、周知啓発を行った。

B 継続

高齢者の消費者被害情報連絡会
を年3回開催し、情報交換や啓発
活動を行った。青梅警察署と月
１回の連絡会議を行うことがで
きた。

情報連絡会にて各関係機関との情報連
絡をさらに密にし、結果についてを市
役所内の関係部署へ情報提供すること
や青梅警察などとの周知啓発を強化し
ていく。障がいのある方の消費者被害
防止も充実させる必要がある。


